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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第１区分
【発行日】平成27年7月23日(2015.7.23)

【公表番号】特表2010-536699(P2010-536699A)
【公表日】平成22年12月2日(2010.12.2)
【年通号数】公開・登録公報2010-048
【出願番号】特願2010-521394(P2010-521394)
【国際特許分類】
   Ｃ０４Ｂ  28/14     (2006.01)
   Ｃ０４Ｂ  24/26     (2006.01)
   Ｃ０４Ｂ  24/02     (2006.01)
   Ｃ０４Ｂ  24/04     (2006.01)
   Ｃ０８Ｆ 220/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｆ 222/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｆ 216/14     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０４Ｂ   28/14     　　　　
   Ｃ０４Ｂ   24/26     　　　Ａ
   Ｃ０４Ｂ   24/26     　　　Ｂ
   Ｃ０４Ｂ   24/26     　　　Ｅ
   Ｃ０４Ｂ   24/26     　　　Ｈ
   Ｃ０４Ｂ   24/26     　　　Ｇ
   Ｃ０４Ｂ   24/02     　　　　
   Ｃ０４Ｂ   24/04     　　　　
   Ｃ０８Ｆ  220/00     　　　　
   Ｃ０８Ｆ  222/00     　　　　
   Ｃ０８Ｆ  216/14     　　　　

【誤訳訂正書】
【提出日】平成27年6月1日(2015.6.1)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　硫酸カルシウムベースの結合材系のための液体混和材組成物において、
ａ）　コポリマー分散成分、
ｂ）　抑泡剤成分、
ｃ）　界面活性剤成分、および
ｄ）　水
を含む水性組成物を含有しており、
　成分ａ）のコポリマーが２つのモノマー成分からなり、ここで成分ａ1）はオレフィン
性不飽和モノカルボン酸コモノマー、それらのエステルまたはそれらの塩、あるいはオレ
フィン性不飽和スルホン酸化合物、またはそれらの塩の少なくとも１つであり、且つ、成
分ａ2）は化学式（Ｉ）
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【化１】

且つ、Ｒ2はＨ、または１～５個の炭素原子を有する脂肪族炭化水素基であり、Ｒ3は置換
されていない、あるいは置換されたアリール基であり、且つ、Ｒ4はＨ、または１～２０
個の炭素原子を有する脂肪族炭化水素基、５～８個の炭素原子を有する脂環式炭化水素基
、６～１４個の炭素原子を有する置換されたアリール基、または以下の群

【化２】

［式中、
Ｒ5およびＲ7は独立してアルキル、アリール、アラルキル、またはアルカリール基であり
、且つＲ6はアルキリデン、アリーリデン、アラルキリデンまたはアルカリーリデン基で
あり、且つ、ｐは０、１、２または３であり、ｍおよびｎは独立して２、３、４または５
であり、ｘおよびｙは独立して１～３５０の整数であり、且つｚは０～２００である］
から選択される化合物である］
のコモノマーであって、
Ｉ）  前記のコポリマーは、成分ａ1）およびａ2）を表すコモノマー単位がそれぞれ分子
内差異を示さないポリマーである、または／および
ＩＩ）  前記のコポリマーは、成分ａ1）または／およびａ2）を表すコモノマーがＲ1、
または／およびＲ2、または／およびＲ3、または／およびＲ4、または／およびＲ5、また
は／およびＲ6、または／およびＲ7、または／およびｍ、または／およびｎ、または／お
よびｘ、または／およびｙ、または／およびｚに関して分子内差異を示す成分ａ1）とａ2

）とのポリマー混合物であり、
　抑泡剤成分ｂ）が、鉱油、植物油、シリコーン油、ケイ素含有エマルション、脂肪酸お
よび脂肪酸エステル、有機変性ポリシロキサン、ホウ酸エステル、アルコキシレート、ポ
リオキシアルキレンコポリマー、アセチレンジオールであって消泡特性を有するもの、お
よび化学式
Ｐ（Ｏ）（Ｏ－Ｒ8）3-x（Ｏ－Ｒ9）x  （前記式中、Ｐは燐を表し、Ｏは酸素を表し、且
つＲ8およびＲ9は独立してＣ2～Ｃ20－アルキルまたはアリール基であり、且つｘ＝０、
１、２である）を有する燐酸エステルからなる群から選択され、かつ
　界面活性剤成分ｃ）が、イソトリデカノールエトキシレート又はスチレン／マレイン酸
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コポリマーである、前記液体混和材組成物。
【請求項２】
　請求項１に記載の混和材組成物において、硫酸カルシウム化合物が無水または水和した
形態での硫酸カルシウムである前記混和材組成物。
【請求項３】
　請求項２に記載の混和材組成物において、無水または水和した形態での硫酸カルシウム
が、石膏、硬石膏、硫酸カルシウム二水和物および硫酸カルシウム半水和物からなる群か
ら選択される前記混和材組成物。
【請求項４】
　請求項１から３までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、成分ａ）の量が１
０．０～６０．０質量％であり、抑泡剤ｂ）の量が０．０１～１０．０質量％であり、界
面活性剤成分ｃ）の量が０．０１～１０．０質量％であり、その残りが水である（ここで
、与えられた全ての量は水性組成物の総量に対するものである）前記混和材組成物。
【請求項５】
　請求項４に記載の混和材組成物において、成分ａ）の量が２０．０～５０．０質量％で
あり、抑泡剤ｂ）の量が０．０１～５．０質量％であり、界面活性剤成分ｃ）の量が０．
０１～５．０質量％であり、その残りが水である（ここで、与えられた全ての量は水性組
成物の総質量に対するものである）前記混和材組成物。
【請求項６】
　請求項１から５までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、抑泡剤ｂ）および
界面活性剤成分ｃ）が独立して、分散成分ａ）に対して０．０５～１０．０質量％の量で
存在する前記混和材組成物。
【請求項７】
　請求項１から６までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、成分ａ）がａ1）
硫酸カルシウム化合物を固定する成分として機能する基が、硫酸カルシウム化合物のカル
シウムイオンとイオン結合を形成することによって結合する炭素含有主鎖と、ａ2）オキ
シアルキレン基とを有するコポリマーである前記混和材組成物。
【請求項８】
　請求項１から７までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、Ｒ3がフェニルで
ある混和材組成物。
【請求項９】
　請求項７または８に記載の混和材組成物において、コモノマーａ1）がアクリル酸、メ
タクリル酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸、フマル酸、シトラコン酸、イタ
コン酸、（メタ）アリルスルホン酸、ビニルスルホン酸、それらの塩、それらのアルキル
エステルまたはヒドロキシアルキルエステル、またはそれらの混合物である前記混和材組
成物。
【請求項１０】
　請求項７から９までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、成分ａ）が３０～
９９モル％のコモノマー成分ａ1）と、７０～１モル％のエーテル成分ａ2）とを含む前記
混和材組成物。
【請求項１１】
　請求項７から１０までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、コモノマー成分
ａ1）の量が４０～９５モル％であり、且つコモノマー成分ａ2）の量が６０～５モル％で
ある前記混和材組成物。
【請求項１２】
　請求項７から１１までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、コモノマー成分
ａ1）がアクリル酸、またはそれらの塩であり、且つ、ｐが０または１であるエーテル成
分ａ2）がビニル基またはアリル基を表し且つ追加的にポリエーテルを含有する前記混和
材組成物。
【請求項１３】
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　請求項１から１２までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、分散成分ａ）が
共重合された形態において追加的な構造基を含む前記混和材組成物。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の混和材組成物において、追加的な構造基が、スチレン、アクリルア
ミド、または疎水性化合物の少なくとも１つである前記混和材組成物。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の混和材組成物において、追加的な構造基がエステル構造単位、ポリ
プロピレンオキシド単位およびポリプロピレンオキシド／ポリエチレンオキシド（ＰＯ／
ＰＥ）単位、ポリブチレンオキシド－ポリオキシエチレン（ＰＢ／ＰＥ）単位、ポリスチ
レンオキシド－ポリエチレンオキシド（ＰＳ／ＰＥ）単位の少なくとも１つである前記混
和材組成物。
【請求項１６】
　請求項１３から１５までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、追加的な構造
基が５モル％以下の量で含有される前記混和材組成物。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の混和材組成物において、追加的な構造基が０．０５～３．０モル％
の量で含有される前記混和材組成物。
【請求項１８】
　請求項１６または１７に記載の混和材組成物において、追加的な構造基が０．１～１．
０モル％の量で含有される前記混和材組成物。
【請求項１９】
　請求項１から７までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、化学式（Ｉ）がビ
ニル基またはアリル基を含有するポリエーテルを表す前記混和材組成物。
【請求項２０】
　請求項１から１９までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、分散成分ａ）が
粉末として提供される前記混和材組成物。
【請求項２１】
　請求項２０に記載の混和材組成物において、粉末が噴霧乾燥によって生成される前記混
和材組成物。
【請求項２２】
　請求項１から２１までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、前記の抑泡剤ｂ
）がトリアルキルホスフェート、ポリオキシプロピレンコポリマー、および／またはグリ
セロールアルコレートの少なくとも１つを含む前記混和材組成物。
【請求項２３】
　請求項２２に記載の混和材組成物において、抑泡剤ｂ）がトリイソブチルホスフェート
である前記混和材組成物。
【請求項２４】
　請求項２２に記載の混和材組成物において、前記の抑泡剤がトリアルキルホスフェート
とポリオキシプロピレンコポリマーとの混合物を含む前記混和材組成物。
【請求項２５】
　請求項１から２４までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、水性組成物が、
遊離した形態であるか、または分散成分ａ）に結合しているか、あるいはそれらの混合物
である抑泡剤成分ｂ）を含有する前記混和材組成物。
【請求項２６】
　請求項１から２５までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、成分ａ）、ｂ）
およびｃ）が、分散成分ａ）と、安定剤としての界面活性剤成分ｃ）とを希釈水中で混合
し、そして抑泡剤ｂ）を成分ａ）とｃ）との安定化された混合物を含有する水溶液に添加
することによって、水性組成物に形成される前記混和材組成物。
【請求項２７】
　請求項１から２５までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、成分ａ）、ｂ）
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およびｃ）が、抑泡剤ｂ）と、安定剤としての界面活性剤成分ｃ）とを希釈水中で混合し
、そして分散成分ａ）を成分ｂ）とｃ）との混合物を含有する水溶液に添加するか、ある
いは選択的に成分ｂ）とｃ）との混合物を含有する水溶液を分散成分ａ）に添加すること
によって、水性組成物に形成される前記混和材組成物。
【請求項２８】
　請求項１から２５までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、成分ａ）、ｂ）
およびｃ）が、界面活性剤成分ｃ）を分散成分ａ）と抑泡剤ｂ）とを含有する水溶液に添
加することによって、水性組成物に形成される前記混和材組成物。
【請求項２９】
　請求項２６から２８までのいずれか１項に記載の混和材組成物において、形成された水
溶液が物理的な配合物である前記混和材組成物。
【請求項３０】
　請求項１から２９までのいずれか１項の混和材組成物を、硫酸カルシウム成分を水硬性
結合材として含有する非硬化（湿式）組成物のための分散剤として提供することを含む方
法において、前記の混和材組成物を、硫酸カルシウム成分を含有する湿式且つ非硬化の組
成物と混合することによる前記方法。
【請求項３１】
　請求項３０に記載の方法において、混和材組成物を、硫酸カルシウム成分を含有する湿
式且つ非硬化の組成物と混合し、硫酸カルシウム成分が無水または水和した形態での硫酸
カルシウムである前記方法。
【請求項３２】
　請求項３１に記載の方法において、無水または水和した形態での硫酸カルシウムが、石
膏、硬石膏、硫酸カルシウム二水和物、および硫酸カルシウム半水和物からなる群から選
択される前記方法。
【請求項３３】
　請求項３０から３２までのいずれか１項に記載の方法において、混和材組成物を、硫酸
カルシウム成分を含有する湿式且つ非硬化の組成物と混合し、前記の混和材組成物を流動
化剤（ｓｕｐｅｒｐｌａｓｔｉｚｉｓｅｒ）として０．０１～１０．０質量％の量で添加
する前記方法。
【請求項３４】
　請求項３３に記載の方法において、混和材組成物を０．０５～５．０質量％の量（ここ
で前記の量は水硬性結合材としての硫酸カルシウム成分の質量に対するものである）で添
加する前記方法。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２４
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２４】
　好ましくは、成分ａ）のコポリマーは２つのモノマー成分を含み、ここで成分ａ1）は
　オレフィン性不飽和モノカルボン酸コモノマーまたは／およびエステル、または／およ
びそれらの塩、または／およびさらなるコモノマーまたは／およびそれらの塩としてのオ
レフィン性不飽和スルホン酸化合物であり、
且つ、成分ａ2）は、一般式（Ｉ）
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【化１】

且つ、Ｒ2＝Ｈ、または１～５個の炭素原子を有する脂肪族炭化水素基であり、Ｒ3は置換
されていない、あるいは置換されたアリール基、好ましくはフェニルであり、且つ、Ｒ4

＝Ｈ、または１～２０個の炭素原子を有する脂肪族炭化水素基、５～８個の炭素原子を有
する脂環式炭化水素基、６～１４個の炭素原子を有する置換されたアリール基、または以
下の群
【化２】

［式中、
Ｒ5およびＲ7はそれぞれアルキル、アリール、アラルキル、またはアルカリール（ａｌｋ
ａｒｙｌ）基であってよく、且つＲ6はアルキリデン、アリーリデン（ａｒｙｌｉｄｅｎ
）、アラルキリデン（ａｒａｌｋｙｌｉｄｅｎ）、アルカリーリデン（ａｌｋａｒｙｌｉ
ｄｅｎ）基であってよく、且つ、ｐは０、１、２または３であり、ｍおよびｎは独立して
２、３、４または５であり、ｘおよびｙは独立して１～３５０の整数であり、且つｚは０
～２００である］
から選択される化合物である］
によるコモノマーであり、ここで
Ｉ）　前記のコポリマーは、成分ａ1）およびａ2）を表すコモノマー単位がそれぞれ分子
内差異を示さないポリマーであるコポリマーである、または／および
前記のコポリマーは、成分ａ1）およびａ2）を表すコモノマー単位がＲ1、または／およ
びＲ2、または／およびＲ3、または／およびＲ4、または／およびＲ5、または／およびＲ

6、または／およびＲ7、または／およびｍ、または／およびｎ、または／およびｘ、また
は／およびｙ、または／およびｚに関して分子内差異を示す、成分ａ1）とａ2）とのポリ
マー混合物である。これは、前記のコポリマーが、
Ｉ）　分子内差異を示さない各成分ａ1）およびａ2）　（２つの異なるコモノマー単位の
みが成分ａ1）およびａ2）を表す）、
ＩＩ）　述べられた様々な表記Ｒ1～Ｒ7、ｍ、ｎ、ｘ、ｙ、ｚによる分子内差異を示す各
成分1）およびａ2）、または
ＩＩＩ）　選択肢Ｉ）とＩＩ）との混合物であって、ただし成分ａ1）を表すコモノマー
単位が同一であり、且つ、成分ａ2）を表すコモノマー単位が分子内差異を示すか、ある
いは、成分ａ1）を表すコモノマー単位が分子内差異を示し、且つ成分ａ2）を表すコモノ
マー単位が同一であるかのいずれか
を有する成分ａ1）とａ2）との重合された系で作られていることを意味する。論じられた
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分子の差異の全ては、主にポリマーの側鎖、および特に成分ａ2）の混合した側鎖に集中
しており、ここで本発明の一部として含まれる。
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